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脱炭素社会の実現に資するための建築物のエネルギー消費

性能の向上に関する法律等の一部を改正する法律 

（令和４年法律第 69号）に係る質疑応答集 
（令和７年３月 21日時点） 
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 問 答 更新日 

構造等の変更確認書又はその写し並びに当該

長期使用構造等の変更確認に要した図書及び

書類の提出が必要です。 

48 モデル建物法からモデル建物法（小規模版）

への変更（またはその逆の変更）、は軽微な変

更に該当するか。 

モデル建物法からモデル建物法（小規模版）

への変更（またはその逆の変更）は、再適判

が必要です。 

 

49 非住宅でスケルトン建物の場合、空調・換気・

エレベーター・照明の各設備の施工がない場

合もありえると思いますが、全て評価対象な

しでも省エネ適判を受ける必要があります

か？ 

評価対象がないことを省エネ適判機関が確認

する適判手続きが必要となります。 

 

50 共同住宅の各住戸が①仕様基準に適合するも

の、②設計住宅性能評価を受けた住宅の新築、

③長期優良住宅建築等計画の認定又は長期使

用構造等の確認を受けた住宅の新築のいずれ

かに該当する場合、共用部分の評価なしに省

エネ適判を省略できるのか。また、一の共同

住宅において、①の住戸、②の住戸、③の住

戸が混在していても省エネ適判を省略できる

か。 

貴見のとおりです。  

51 同一敷地内に複数棟が同時に新築される場

合、それぞれの棟について省エネ適判の申請

が必要か。 

従来どおり、それぞれの棟について省エネ適

判の申請が必要です。 

R7.3.21 

52 同一敷地内に複数棟が同時に新築される場

合、それぞれの棟について省エネ適判申請書

第三面の着工予定日はどのように記載すべき

か。 

確認申請書第三面に記載される着工予定日

を、全ての棟の省エネ適判申請書に記載して

ください。 

R7.3.21 

53 同一敷地内に複数棟を新築する計画におい

て、一部の棟については施行日より前に着工

し、その他の棟については施行日以降に着工

する場合、省エネ適判申請上の着工予定日は

計画単位（建築確認の申請単位）で判断し、

全ての棟について省エネ適判の申請は不要と

して良いか。 

貴見のとおり。 R7.3.21 
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